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(参考)１１年度
人件費比率

人件費比率
Ｂ/Ａ人件費Ｂ実質収支歳出額Ａ住民基本台帳人口区分

２４.０％２５.６％千円
１３，７５７，４８３

千円
２，１７０，７６５ 

千円
５３，６６７，８８６

平成１３年３月３１日現在
１７９，５６３人

１２年度

１人当たり給
与費　Ｂ/Ａ

給　　　与　　　費職員数
Ａ区　分

計　　Ｂ期末・勤勉手当職員手当給　料
千円

７，５９２
千円

９，２３９，３２５
千円

２，５０３，２２０
千円

１，３８２，９６４
千円

５，３５３，１４１１，２１７人１３年度

技　能　労　務　職一　般　行　政　職
区　分

平均年齢平均給与
月 額

平均給与
月 額平均年齢平均給与

月 額
平均給料
月 額

４４歳１月４２９，９００円３６１，１００円４４歳３月５１２，９００円３８３，５００円西東京市

４７歳８月４３６，３０７円３３６，１４１円４２歳１０月４６３，９３５円３５０，９２５円東 京 都

国東　京　都西東京市

区　　分 採用２年経
過日給料額初　任　給採用２年経

過日給料額初　任　給採用２年経
過日給料額初　任　給

２０３，８００円１８４，２００円２０８，７００円１８４，２００円２０８，７００円１８４，２００円大学卒一 般
行政職 １５１，８００円１４１，９００円１５６，１００円１４４，９００円１５６，１００円１４４，９００円高校卒

経験年数２０年経験年数１５年経験年数１０年区　　分

３９０，６２７円３４８，４３３円２８９，０５９円大学卒
一般行政職

３４５，４００円２９４，８７５円２４６，２００円高校卒

計１　級２　級３　級４　級５　級６　級７　級８　級９　級区　分

主　　事主 任係 長・
主 査

課長補佐
・副主幹

課長・
主 幹

部次長・
副参与

部長・
参 与

標準的な
職務内容

７６２人１人４人２４２人１７６人２０４人２０人７１人１８人２６人職員数

１００％０.１％０.５％３１.８％２３.１％２６.８％２.６％９.３％２.４％３.４％構成比

　市の職員の給与は、給与条例や、これに
基づく規則等によって明らかにされていま
す。市民の皆さんに一層のご理解をいただ
くため、そのあらましを紹介します。　

◆職員課（田無庁舎�内線１２４５）

（１）　人件費の状況（普通会計決算）　　　　　　　　　　 （２）　職員給与の状況（普通会計予算）

（３）　職員の平均給料月額、平均給与　
　　　月額および平均年齢の状況　　　　  　　（平成１３年４月１日現在）（４）　職員の初任給の状況　　　　　　　　　　　　　　　（平成１３年４月１日現在）

（５）　職員の経験年数別・学歴別平均給料月額状況　 　（平成１３年４月１日現在）

（６）　一般行政職の級別職員数の状況　　　　　　　　（平成１３年４月１日現在）

（注）１　職員手当には、退職手当は含まれない。　２　給与費は当初予算に計上された額

（注）経験年数とは、卒業後直ちに採用され、引き続き勤務している場合の採用後の年数をいう。中途採用者については採用以前の前歴を換算し、加味したもの

（７）　昇給期間短縮の状況

国西東京市区分

勤勉手当期末手当
（１３年度支給割合）

　勤勉手当　期末手当
（１３年度支給割合）

期末手当
勤勉手当

０.６０月分１.４５月分６月期０.４５月分　１.６０月分６月期
０.５５月分１.６０月分１２月期０.４５月分　１.７０月分１２月期
ー０.５５月分３月期ー　０.５５月分３月期

１.１５月分３.６０月分計０.９０月分　３.８５月分計

職制上の階段、職務の級等による加算措置　有職制上の階段、職務の級等による加算措置　有

勧奨・定年自己都合（支給率）勧奨・定年　自己都合（支給率）

退職手当

２８.８７５月分２１.００月分勤続２０年３８.００月分２４.２５月分勤続２０年
４４.５５月分３３.７５月分勤続２５年５０.００月分３２.５０月分勤続２５年
６２.７０月分４７.５０月分勤続３５年６２.７０月分４９.７５月分勤続３５年
６２.７０月分６０.００月分最高限度額６２.７０月分５０.００月分最高限度額

その他の加算措置　定年前早期退職特例措置その他の加算措置　定年前早期退職特例措置
  （２％～２０％加算）　（２％～２０％加算）

　１号給　退職時昇給　１号～２号給退職時昇給

全市域支 給 対 象 地 域（　

年
４
月
１
日
現
在
）

１３

　

調

整

手

当　

１０.５％支 給 率

１，２１７人支給対象職員数

１０％国の制度（支給率）

４５０，６７０円支給対象職員１人当
たり平均支給年額

国の制度と異なる内容国の制度
との異同内　　　容

配偶者　　　　　　　　　　　　１６，０００円
配偶者のいない第１子　　　　　　１１，０００円
　　　　２人まで（配偶者扶養）　　　６，０００円
　　　　　　　３人以降　　　　　　３，０００円
特定期間の加算　　　　　　　　　５，０００円異

な
る

配偶者　　　　　　　　　　　　１７，５００円
配偶者のいない第１子　　　　　１７，５００円
　　　　　　　２人まで　　　　　５，５００円
　　　　　　　３人以降　　　　　３，０００円
特定期間の加算　　　　　　　　　４，０００円

扶 養
手 当

賃貸住宅　支給限度額　　　　　２７，０００円
自　　宅　　　　　　　　　　　１，０００円

世帯主およびこれに準ずるもの　　　　
　扶養あり　　　　　　　　　　９，０００円
　扶養なし　　　　　　　　　　８，５００円

住 居
手 当

交通機関　支給限度額　　　　　５０，０００円交通機関　支給限度額　　　　　４５，５００円
交通用具　通勤距離に応じて支給

通 勤
手 当

給料月額等区分

(１３年度支給割合）
　６月期　２.０５　月分
１２月期　２.７　月分期

末
手
当

９６５，０００円
８３１，０００円
７７１，０００円
６９５，０００円

給

料

市 長
助 役
収 入 役
常勤監査委員 　計　　４.７５　月分

５７６，０００円
５３０，０００円
４９５，０００円

報

酬

議 長
副 議 長
議 員

(１３年度支給割合）
　６月期　２.０５　月分
１２月期　２.７　月分
　計　　４.７５　月分

（９）　特別職の報酬等の状況　　　（平成１３年４月１日現在）（８）　職員手当の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成１３年４月１日現在）

西西西西西西西西西西西西西西西西西西西西西西西西西西西西西西西西東東東東東東東東東東東東東東東東東東東東東東東東東東東東東東東東京京京京京京京京京京京京京京京京京京京京京京京京京京京京京京京京市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市職職職職職職職職職職職職職職職職職職職職職職職職職職職職職職職職員員員員員員員員員員員員員員員員員員員員員員員員員員員員員員員員西東京市職員ののののののののののののののののののののののののののののののののの給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給与与与与与与与与与与与与与与与与与与与与与与与与与与与与与与与与等等等等等等等等等等等等等等等等等等等等等等等等等等等等等等等等給与等ののののののののののののののののののののののののののののののののの状状状状状状状状状状状状状状状状状状状状状状状状状状状状状状状状況況況況況況況況況況況況況況況況況況況況況況況況況況況況況況況況状況

　田無市の構成比（各年４月１日現在）

参　
　
　
　
　

考

計主　事主　事係長・主査部長・課長標準的な職務内容
１００％１.７％２４.９％５５.０％１８.４％１ 年 前
１００％３.０％３１.１％５２.１％１３.８％５ 年 前

　保谷市の構成比（各年４月１日現在）

計主事補
技師補

主　事
技　師

係　長
（相当）職

課長補佐
（相当）職

課　長
（相当）職

部　長
（相当）職標準的な職務内容

１００％２.９％５５.８％２６.２％２.０％９.３％３.８％１ 年 前
１００％５.０％５９.３％２２.０％２.４％８.７％２.６％５ 年 前

（注）平成１２年度から保育士が一般行政職から福祉職になったため、数値に変動が生じた。

経験年数２０年経験年数１５年経験年数１０年区　　分

３５０，７６７円２９１，３６７円２４４，６２５円大学卒
技能労務職

３３０，４００円２９０，９８３円２６５，８５０円高校卒

技能労務職一般行政職合　　　計区　　　　分

９６人３４２人４３８人職員数（Ａ）
田
無
市　

年
度

１２

1人２０人２１人普通昇給期間（１２月～２４月）を
短縮して昇給した職員数（Ｂ）

１.０％５.８％４.８％比率（Ｂ）／（Ａ）

１３３人４４３人５７６人職員数（Ａ）
保
谷
市

１６人６１人７７人普通昇給期間（１２月～２４月）を
短縮して昇給した職員数（Ｂ）

１２.０％１３.８％１３.４％比率（Ｂ）／（Ａ）

技能労務職一般行政職合　　　計区　　　　分

９６人４５６人５５２人職員数（Ａ）
田
無
市　

年
度

１１

１０人１００人１１０人普通昇給期間（１２月～２４月）を
短縮して昇給した職員数（Ｂ）

１０.４％２１.９％１９.９％比率（Ｂ）／（Ａ）
１４６人５７３人７１９人職員数（Ａ）

保
谷
市

１９人６５人８４人普通昇給期間（１２月～２４月）を
短縮して昇給した職員数（Ｂ）

１３.０％１１.３％１１.７％比率（Ｂ）／（Ａ）

主な増減理由
対前年
増減数

職員数区　分

１３
年度

１２
年度部　　門

合併に伴う組織改正による減員▲　２１７１９議 会

一
般
行
政
部
門

�▲１０２３５２４５総 務

２８２８０税 務

１２１労 働

合併に伴う組織改正による減員 ４４農 水

�▲　２２４商 工

�▲　８８２９０土 木

�▲２５４６４４８９民 生

�▲　６１２０１２６衛 生

▲５０１,００８１,０５８小 計

小・中学校事務嘱託化による減員等▲２１２１１２３２教 育政
部
門

特
別
行 ▲２１２１１２３２小 計

職員退職不補充等▲　４１８２２下水道会
計
部
門

公
営
企
業

合併に伴う組織改正による増員２３１０７８４その他

１９１２５１０６小 計

▲５２１,３４４１,３９６合　　　計

（注）　職員数は、一般職に属する職員数で、地方公務員の身分を有
　　する休職者、派遣職員等を含み、臨時または非常勤職員を除く。

(１０）　部門別職員数の状況と主な増減理由

保谷市田無市西東京市
区　　　分特

殊
勤
務
手
当（　

年
度
）

１２

全　　　　職　　　　種

２０，５３０円４，４７７円２，６７５円支給職員１人当たり平均支給年額

３９％７％２６％職員全体に占める手当支給職員の割合

８２１手 当 の 種 類 （ 手 当 数 ）

清掃作業手当
不規則勤務者業
務手当

犬猫等死体処理手当

生活保護従事手当
不規則勤務手当

支 給 額 の 多 い 手 当
代 表 的 な
手当の名称 支 給 対 象 職 員 の

多 い 手 当

千円
１１６，１６１支 給 総 額

田無市
１１
年
度

千円
３３０，１５２支給総額

西
東
京
市

　

年
度

１２

時
間
外
勤
務
手
当

千円
１９２

職員１人当た
り支給年額

千円
１５０，８７０支 給 総 額

保谷市千円
２４５

職員１人
当たり支
給 年 額 千円

２３１
職員１人当た
り支給年額

（１１）　定員適正化計画
　数値目標は、現在実施されていませんが、計画策定に向けて本
年８月に行財政推進委員会を立ち上げ、平成１４年５月までに策定
する予定です。

（注）田無市・保谷
市の標準的な職務
内容における区分
は、各等級の区分

（注）特殊勤務手当は、平成１３年度から条例を改正し、手当数が４種類となります。


